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 遠隔教育は、教育の質を大きく高める手段。
 具体的には、学校同士をつないだ合同授業の実施や外部人材の活用、幅広い科目開設など、教師の指導や子供達の学習の幅を
広げることや、特別な支援が必要な児童生徒等にとって、学習機会の確保を図る観点から重要な役割を果たす。

教科の学びを深める遠隔教育 個々の児童生徒の状況に
応じた遠隔教育

多様な人々とのつながりを
実現する遠隔教育

• 大学と接続し、導入で
興味・関心を高めたり、
質問したりする

（岡山県赤磐市）

• 教室にいながら社会
教育施設を見学し、
専門家による解説を
聞く
(大分県佐伯市)

• 特定の教科・科目の
の教師がいない学校
に授業を配信し、開
設科目の数を充実
する

（静岡県）

• 台湾の小学生と英語でコミュニケーションを
取ったり、調べたことを発表し合ったりする

（長崎県対馬市）

• 小規模校の子供たちが他校の子供たちと
一緒に授業を受け、多様な考えに触れる
機会をつくる（熊本県高森町）

• 日本語指導が必要な児童と離れた学校の
日本語教室を接続する（愛知県瀬戸市）

• 病気療養児が、病室等で在籍校の授業を
受ける（神奈川県）

社会教育施設のバーチャル見学

小学校におけるプログラミング教育

高等学校における教科・科目充実型授業

病気療養児に対する学習指導

外国人児童生徒等への日本語指導海外の学校との交流学習

小規模校の課題解消に向けた合同授業
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遠隔教育の活用場面・効果について



遠隔教育の実施状況

実施している

意向はあるが実施できていない

実施していない

10.0％

出典：令和３年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果
ここでいう「遠隔教育」とは、遠隔システムを活用した同時双方向型で行う教育をいう。
教育課程において、教科等や学年、時間や頻度を問わず１度でも遠隔教育を行ってい
れば、「実施している」と選択すること。

学校種 実施している（％） 意向はあるが実施できていない
（％）

実施していない（％）

小学校 72.8 9.9 17.3

中学校 71.6 10.1 18.2

義務教育学校 81.4 6.9 11.7

高等学校 64.2 10.8 25.0

高等学校（専門家・総合学科単独及び複数
学科設置校）

63.1 11.2 25.7

中等教育学校 85.3 2.9 11.8

特別支援学校 74.6 8.5 16.9

合計 71.6 10.0 18.3

18.3％

71.6％
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GIGAスクール運営支援センターの機能強化
背景・課題

事業内容

１人１台端末の本格的な活用が全国の学校で展開される中、一部の自治体でICT活用が進んでいないなど地域や学校によって端末の利活用状況に大きな差が生じている。
また、教師が自信を持ってICTを活用できる体制や、子供が学校内外で日常的に端末を活用する環境の整備が十分ではないなど、端末活用の”日常化”を全国の学校に浸透さ
せていくために解決すべき課題も顕在化している。
こうした状況に対応するため、都道府県を中心とした広域連携の枠組みを更に発展させつつ学校DX戦略アドバイザー等も参画した「協議会」を設置することにより、域内の自
治体間格差解消や教育水準向上、経済的・事務的負担軽減等を推進する体制を整備する。加えて、教師・事務職員の研修等をはじめとした学校現場の対応力向上、放課後
や校外学習での活用等も見据えた学校外の学びの通信環境整備、セキュリティポリシーの改訂支援等を通じたセキュリティ基盤の確保等の支援を一体的に進めて運営支援セン
ターの機能強化を図ることにより、全ての学校が端末活用の”試行錯誤”から”日常化”のフェーズに移行し、子供の学びのDXを実現していくための支援基盤を構築する。

R4
年度
補正

R5
年度

R6
年度

R7
年度
以降

補助
割合 1/3 1/3 1/3 ー

※都道府県が域内の全ての市町村（
政令市を除く）と連携して事業を実施
する場合に限り、補助割合1/2（令
和４年度補正予算に限る）

※補助事業はＲ６年度までを予定

以下に記載の通り補助割合等

実施主体 都道府県、市町村

学校のICT運用を広域的に支援する
「GIGAスクール運営支援センター」
の整備を支援するため、都道府県等
が民間事業者へ業務委託するための費
用の一部を国が補助

【事業スキーム】
“端末活用の日常化を支える

支援基盤構築”
“都道府県を中心とした広域連携”

民間事業者

ＧＩＧＡスクール運営支援センター

学校や市区町村単
位を越えて “広域
的“にＩＣＴ運用
を支援

自治体のニーズに
応じた専門性の高
い支援を“安定的”
に提供

ヘルプデスク運営、ネットワーク対応 等

センター

ICT支援員
（情報通信技術支援員）

学 校 ICTに係る日常的な
業務支援、学習支援等

※ICT支援員の雇用に係る
経費は別途地方財政措置

【主な業務内容（支援対象）】
◆ヘルプデスクの運営及びサポート対応
→ヘルプデスク運営、各種設定業務
→可搬型通信機器(LTE通信)広域一括契約
（学校外の学びの通信環境整備） 等

◆ネットワークトラブル対応、アセスメント
→ネットワークトラブル対応、
ネットワークアセスメント

→セキュリティポリシー改訂支援、
セキュリティアセスメント
（セキュリティ基盤の確保） 等

◆支援人材の育成
→支援人材の確保
→教師・事務職員・支援人材ICT研修
（現場の対応力向上）
→学びのDXに向けた

コンサルティング 等
◆休日・長期休業等トラブル対応

家 庭

休日・
長期休業
等トラブル
対応

支援人材
退職教員
民間企業OB
地域人材

等

“人材不足“
“ミスマッチ “

の解消へ

支援
人材の
育成

・ 支援人材の確保
・ 教師、事務職員、
支援人材育成の
ための研修等

地 域・端末持ち帰り時の
運用支援

・休日等／緊急時
の故障等のトラ
ブル対応

市区町村
・各教育委員会
（都道府県・市区町村）
・運営支援センター
・学校DX戦略アドバイザー
等で構成する「GIGAスクール
推進協議会(仮)」を設置
➤域内の教育水準の向上

都道府県 GIGAスクール推進協議会(仮)

連携実施

教育委員会

※補助の対象は、２以上の自治体が
連携して事業を実施する場合に限る
（政令市を除く）

◆単独実施困難自治体との連携による自治体間格差解消
（支援が必要な全ての自治体に対する支援）

◆広域調達による経済的・事務的負担軽減 等

※学校DX推進コーディネーター（別事業で措置、令和
4年度２次補正予算額：3億円）による支援とも連携

業務
委託

令和5年度予算額（案） 10億円
（前年度予算額 10億円）

令和4年度第2次補正予算額 71億円
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学校におけるＩＣＴ環境整備について

計画において措置されているICT環境の水準
●学習者用コンピュータ ３クラスに１クラス分程度整備
●指導者用コンピュータ 授業を担任する教師１人１台
●大型提示装置・実物投影機 100％整備
各普通教室１台、特別教室用として６台
（実物投影機は、整備実態を踏まえ、小学校及び特別支援学校に整備）

●インターネット及び無線LAN 100％整備
●統合型校務支援システム 100％整備
●ＩＣＴ支援員 ４校に１人配置
● 上記のほか、学習用ツール（※）、予備用学習者用コンピュータ、充電保管庫、学習用サーバ、
校務用サーバ、校務用コンピュータやセキュリティに関するソフトウェアについても整備
（※）ワープロソフトや表計算ソフト、プレゼンテーションソフトなどをはじめとする各教科等の学習活動に共通で必要なソフトウェアz

現行の学習指導要領において、情報活用能力が、言語能力、問題発見・解決能力等と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付
けられ、「各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用し
た学習活動の充実を図る」ことが明記されるとともに、小学校においては、プログラミング教育が必修化されるなど、学習活動において、積極
的にＩＣＴを活用することが重要となっています。
このため、平成29年度に「平成30年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」を取りまとめるとともに、当該整備方針を踏まえた
「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）」が策定され、単年度1,805億円の地方財政措置が講じられて
います。
なお、学校のＩＣＴ環境整備を持続的・継続的に進めていくことは重要であり、GIGAスクール構想を踏まえた成果や課題について検証
等を行い、新たなＩＣＴ環境整備方針の策定について、令和７年度に向けて検討を進めることとしていることから、当該計画期間を令和６
年度まで２年間延長することとしています。

教育のＩＣＴ化に向けた環境整備計画

学校のＩＣＴ環境整備に係る地方財政措置
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ICT活用教育アドバイザー事業
ICT アドバイザー事業 検索本事業は、自治体や教育委員会などの学校設置者等からのご相談、お問合せを対象としています。

教員、保護者の方からの直接のご相談等はご遠慮ください。

専門的な知見を持つICT活用教育アドバイザーが、１人１台端末の効果的な
活用等、教育の情報化を進める際の疑問や相談にお答えします！
詳しくはHPでご確認ください。

1. 自治体や教育委員会等からの相談に対応

こういったこと、困っていませんか？
たとえば・・・

GIGAスクールサポーター、ICT支援員等学校のICT化を支援する人材の確保
に向けて、自治体に対し、人材の紹介・派遣等を行っている事業者等に関する
情報提供をHPにて行っています。

文部科学省委託事業

３. ICT人材確保のための事業者等の紹介

ご確認ください！
HP掲載情報を基に事業者等を調べ、条件に合
う事業者等を見つけることを支援します。
※ 契約の条件（事業者に求める具体的な内容、
金額等）についてはよく確認をしてください。参加者からの質問を受け付けますので、こちらもご活用ください。

疑問や相談をアドバイザー事務局に連絡

ICTアドバイザーを選定し、
教育委員会等に連絡

Q. アドバイザーに研修講師の依頼は可
能ですか？

A. はい。相談内容や地域に応じたアドバ
イザーを紹介します。Q. 他の自治体の取組事例などを紹介し

てもらうことは可能ですか。
A. 全国の様々な取組等をアドバイザーか

ら集めていますのでご相談ください。
Q. 助言や支援を受けるために、費用は

必要ですか？
A．助言・支援に係る費用負担はありま

せん。Q. 高等学校の１人１台端末整備や教科

情報に関する相談も可能ですか？
A. 令和４年度は、高等学校のアドバイ

ザーも増えています。ぜひご相談ください。

アドバイザー事務局が、
全国の事例等をもとに、直接回答！

2. オンライン研修会（講演・事例紹介・質問会）を実施

どうすれば

A. テーマを決めてオンライン研修会を開催します。（年間８回を予定）
各回のテーマ、講師、申込方法等について、詳しくはＨＰをご確認ください。

B. 必履修科目「情報Ⅰ」に関するオンライン
研修会を開催します。（年間４回を予定）

解決するだ
だろう・・・

「１人１台端末を使った効果的授業ってどう工夫できる？」
「先生にも、保護者にも、安心できる持ち帰りをするには？」
「遠隔授業を実施して、教育の情報化を促進するには？」

adviser-info@japet.or.jp

2022.5.
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遠隔教育に関する実証事業による成果について
遠隔教育システムの効果的な活用に関する実証事業（令和２年度）https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00932.html

実証研究テーマの例
○ 専門性を育む教育における遠隔教育
○ 個々の児童生徒の状況に応じた遠隔教育
○ 多様性のある学習環境の遠隔教育
○ 教職員を対象とした活用 など

 多様性のある学習環境の実現等、児童生徒の学びの質の向上を図
るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証を実施

 遠隔教育システムの効果的な活用方法に関するノウハウの収集・整
理とその効果を検証

事業内容

遠隔教育システム活用ガイドブック 第３版

目的に応じた活用方法やノウハウ等を整理

・遠隔教育の分類 ・遠隔教育の接続形態
・遠隔教育に必要となるICT機器
・ICT機器の導入・利用のポイント
・実践例 ・環境構築や実施のポイント など

主な掲載内容

成果物

始めよう遠隔教育（YouTube動画３本）

遠隔教育システムの使い方を段階的に紹介

・初級編：Web会議システムの使い方
・中級編：システムで具体的にできること
・上級編：効果的に活用するために

分類別遠隔教育事例（YouTube動画９本）

目的や接続先等による分類ごとの実践事例を紹介

例）A１遠隔交流学習・A２遠隔合同授業
B２専門家とつないだ遠隔学習
E 遠隔教員研修 など

パンフレット

新型コロナウイルス感染症による
臨時休業中の取組等を紹介

主な掲載内容

「学びを止めない！これからの遠隔・オンライン教育
～普段使いで質の高い学び・業務の効率化へ～」

・学びを止めない具体的な取り組み
・Withコロナ・ポストコロナにおけるICT活用
・ICT機器やシステム等の環境整備・準備 など

全国遠隔教育フォーラム（実践例４本／YouTube動画１本）

成果報告の様子を紹介

・全国遠隔教育フォーラムの様子（動画）
・文部科学省による遠隔教育概要資料
・実証地域による事例発表資料
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◆ 令和元年8月21日に、遠隔教育特例校制度に係る省令・告示を公布、施行
・学校教育法施行規則の一部を改正する省令（令和元年文部科学省令第12号）
・「学校教育法施行規則第77条の2の規定に基づき、授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所

で履修させることができる場合を定める件」（令和元年文部科学省告示第56号）

・中学校
・義務教育学校後期課程
・中等教育学校前期課程
・特別支援学校中学部

中学校等において、地域の実態に照
らし、より効果的な教育を実施するた
めに必要がある場合であって、生徒
の教育上適切な配慮がなされている
ものとして文部科学大臣が定める基
準を満たしていると認められる場合

※数学を例とした場合

現
行
制
度

遠
隔
教
育
特
例
校
制
度A中学校 B中学校

A教諭 B教諭

・双方の教員に数学の免許が必要

遠隔授業
A中学校（配信側） B中学校（受信側）

A教諭 C教諭

遠隔授業

・数学の免許を保有していなくてもよい
・B中学校の教員である必要がある

・B中学校の教員
の身分が必要
(兼務発令等)

・配信側における生徒の有無は問わない

遠隔教育特例校とは
◆ 授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる学校

（受信側の教員が当該教科の免許状を有していない状況でも履修が可能）

対象となる学校種 要 件 指定までの流れ
申 請 指 定

希望する中学校
等の管理機関 文部科学省

都道府県の教育委員会又は
知事を経由して、申請書を提出
※原則、毎年度、8/1～10/31

実施計画を審
査し、基準を満
たしているときに
、遠隔教育特
例校に指定

遠隔教育特例校制度
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○遠隔教育特例校の指定数：12校（令和５年３月15日時点）
○令和４年９月、遠隔教育特例校及び当該学校で遠隔授業を履修している生徒に対して、調査を実施。
＜調査対象＞
・令和３年度に遠隔教育特例校として指定されている学校のうち、遠隔授業を実施した学校（計9校）
・令和４年度に遠隔教育特例校において遠隔授業を履修している生徒（計29人）

遠隔教育特例校制度の実施状況

遠隔教育実施にあたって工夫している点
（指導内容）

遠隔教育実施にあたって工夫している点
（指導体制）

より効果的な遠隔教育を実施する上で、
必要だと思うこと

＜結果概要①（配信側教員の回答＞

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

その他（自由記述）

複数の生徒同士の意見交換や交流を

通じた学びが適切な場合に実施

習熟度別や少人数での指導が

適切な場合に実施

教科の専門性が求められる内容を

指導する場合に実施

当てはまる

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

いずれも行っていない

その他（自由記述）

配信側又は受信側にICT支援員や

学習指導員等を配置

配信側教員が受信側の生徒のノート等の

手元を確認できる機器等を活用

配信側又は受信側に複数の教員を配置

グループ学習の際に配信側教員が

受信側の生徒の音声を確認できる機器等を活用

配信側教員が受信側生徒の状況をリアルタイムで

確認できる学習支援ソフト・アプリを活用

当てはまる

【その他（自由記述）の回答】

・遠隔授業実施の際に毎回ではな
いが、加配教員の他にICT支援員や

教育補助員を配置できるように努
めた。

(全９校）

遠隔教育を実施する上での課題

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

事前の準備等含めて…

受信側と配信側の授業進度が合わない

受信側と配信側で授業を…

生徒とのコミュニケーションが難しい

時間割を作成する上で、…

遠隔教育実施時以外の…

機器の設営や遠隔教育で使用する…

接続が不安定

生徒の学習の様子が見取りづらい

当てはま

る

時間割作成の上で、受信側・配信側の都合を合わせるのが難しい

機器の設営や資料の作成など、事前の準備等が大変

遠隔教育実施時以外の普段の生徒の様子がわからない

受信側と配信側で授業を開始・終了する時間が合わない

接続が不安定

生徒の学習の様子が見取りづらい

受信側と配信側の授業進度が合わない

生徒とのコミュニケーションが難しい

配信側教員が受信側生徒の状況をリアルタイムで
確認できる学習支援ソフト・アプリを活用

グループ学習の際に配信側教員が
受信側の生徒の音声を確認できる機器等を活用

配信側又は受信側に複数の教員を配置

配信側教員が受信側の生徒のノート等の
手元を確認できる機器等を活用

配信側又は受信側にICT支援員や学習指導員等を配置

その他（自由記述）

いずれも行っていない

教科の専門性が求められる内容を
指導する場合に実施

習熟度別や少人数での指導が
適切な場合に実施

複数の生徒同士の意見交換や交流を
通じた学びが適切な場合に実施

その他（自由記述）

特になし

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

その他（自由記述）

特にない

遠隔教育について研修等…

生徒の学習状況を見取る…

受信側教員の支援

カメラやマイク等の機器

当てはまる

受信側教員の支援

生徒の学習状況を見取るための
学習支援ツール

遠隔教育について研修等の受講

特にない

その他（自由記述）

カメラやマイク等の機器

（複数回答可）
（複数回答可）

（複数回答可）

（複数回答可）
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遠隔教育特例校制度の実施状況

対面授業と遠隔授業の比較

遠隔授業の課題

遠隔授業の良い点

＜結果概要②（遠隔授業を履修している生徒の回答＞

14.3%

57.1%

28.6%

遠隔授業のほうが分

かりやすい

遠隔授業でも対面授

業でも変わらない

遠隔授業のほうが分

かりにくい

0.0% 20.0% 40.0%

普段よりも多…

普段関わるこ…

自分に合った…

興味のあるこ…

授業が分かり…

質問がしやすい

特にない

その他

20.7%

37.9%

41.4%

0.0%

0.0%

得意と思うようになった

やや得意と思うようになっ

た
変わらない

やや苦手と思うようになっ

た

55.2%37.9%

6.9%

今後も受けたいと思う

遠隔授業でも対面の授業

でも、どちらでもよい

対面の授業を受けたい

(29名） (29名）

(29名）

(29名）

(29名）

遠隔教育の効果遠隔授業履修に関する希望

0.0% 20.0% 40.0%

授業を担当している先生との意思疎通が難しい

授業の前後や休み時間など、授業以外の時間に質問したり教えてもらっ

たりすることができない

授業中に質問がしづらい

授業が分かりづらい

特にない

その他

授業を担当している先生との意思疎通が難しい

授業の前後や休み時間など、授業以外の時間に
質問したり教えてもらったりすることができない

授業中に質問がしづらい

授業が分かりづらい

特にない

その他

普段よりも多様な考え方に触れることができる

普段関わることのできない先生や
他の生徒と一緒に勉強できる

自分に合ったレベルの内容を勉強できる

興味のあることをより詳しく勉強できる

授業が分かりやすい

質問がしやすい

特にない

その他

【その他（自由記述）の回
答】

・機器の不具合（ネット
ワーク、音声トラブル）

【その他（自由記述）の回答】
・会話が多く、楽しい雰囲気。
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○ 平成27年４月より、高等学校の全日制・定時制課程における遠隔授業［教科・科目充実型］を正規の授業として
制度化し、対面により行う授業と同等の教育効果を有するとき、受信側に当該教科の免許状を持った教員がいなくても、
同時双方向型の遠隔授業を行うことができることとしている。

○ これにより、高等学校段階において、先進的な内容の学校設定科目や相当免許状を有する教師が少ない科目（第二
外国語等）の開設、小規模校等における幅広い選択科目の開設等、生徒の多様な科目選択を可能とすること等により、
生徒の学習機会の充実を図る。

教師 ＋ 児童生徒

教師支援型 教科・科目充実型合同授業型

教師 ＋ 児童生徒 当該学校の教師（当該教科の免許
状の有無は問わない）＋ 生徒

教師 ＋ 児童生徒

ALTや専門家等 当該教科の免許状を保有する教師

※高等学校段階のみ 児童生徒が多様な意見や考えに触れ
たり、協働して学習に取り組んだりする
機会の充実を図る。

 児童生徒の学習活動の質を高めると
ともに、教員の資質向上を図る。

 生徒の多様な科目選択を可能とすること
などにより、学習機会の充実を図る。

同時双方向

送
信
側

受
信
側

同時双方向

遠隔授業［教科・科目充実型］の制度化

高等学校における遠隔授業「教科・科目充実型」
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対象
校種 国公私立の高等学校・中等教育学校

13箇所（Ｒ３指定）
480万円程度/箇所 （原則３年）

箇所数
単価（期間）

学校設置者

遠隔授業の開発・実施に必要な経費
（人件費、委員旅費、謝金等）

委託
対象経費

COREハイスクール・ネットワーク構想

○ 中山間地域や離島等に立地する小規模高等学校においては、地域唯一の高等学校として、大学進学から就職までの多様な進路
希望に応じた教育・支援を行うことが必要であるが、教職員数が限定的であり、生徒のニーズに応じた多様な科目開設や習熟度別指
導が困難。
→ 複数の高等学校の教育課程の共通化やICT機器の最大限の活用により、中山間地域や離島等の高等学校においても生徒の
多様な進路実現に向けた教育・支援を可能とする高等学校教育を実現し、持続的な地方創生の核としての機能強化を図る。

背景
・
課題

※中・大規模校（教育センター）から複数の高等学校に対する
「集中配信方式」の実施も推奨

生徒の多様なニーズに応じた質の高い教育実現する高等学校ネットワークのモデルを構築

中・大規模校
（教育センター）市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

事業内容：中山間地域や離島等に立地する小規模高等学校の教育環境改善のためのネットワークの構築

地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワークの構築：COllaborative REgional High-school Network

【事業の検証のための調査研究】
全国展開に向けて、各ネットワークにおける成果・課題を抽出・
分析する実証研究を実施

委託先

②地元自治体等の関係機関と連携・協働する体制の構築
⇒学校外の教育資源を活用した教育の高度化・多様化
⇒地域を深く理解しコミュニティを支える人材の育成

①同時双方向型の遠隔授業などICTも活用した連携・協働
⇒自校では受けることのできない授業の受講を可能化
⇒免許外教科担任制度の利用解消

◆文部科学省が実施教科や形態に応じた複数の研究テーマを設定し実施

令和５年度予算額（案） 0.8億円
（前年度予算額 0.8億円）
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【背景】 不登校児童生徒の中には、
・家庭にひきこもりがちであるため、十分な支援が行き届いていない
・不登校であることによる学習の遅れなどが、学校への復帰や中学校卒業後の進路選択の妨げになっている

場合があり、このような不登校児童生徒に対する支援が必要。

○保護者と学校との間に十分な連携・協力関係があること
○ICTや郵送、FAX、電子メールなどの通信方法を活用して提供される学習活動であること
○訪問等による対面の指導が適切に行われること
○計画的な学習プログラムであること
○校長が対面指導や学習活動の状況を十分に把握していること
○基本的に学校外の公的機関等で相談・指導を受けられないような場合に行う学習活動であること
○学習活動の評価を成果に反映する場合には、学校が把握した当該学習の計画や内容が、
その学校の教育課程に照らし適切と判断される場合であること 等

 不登校児童生徒が自宅においてＩＣＴ等を活用した学習活動を行った場合、校長は、指導要録上出席扱いとすること及びその成果を評価に反映すること
ができる

出席扱いの要件

（留意事項）
・ 出席扱いとすることにより不登校が必要な程度を超えて長期にわたることを助長しないように留意
・ 出席扱いとした場合、すべての教科・観点について観点別学習状況及び評定を記載できない場合でも、
たとえば自宅における学習状況を所見欄に文章記述するなど、学習の努力を認め、次年度以降の指導に
生かすという観点から適切な記載がのぞまれること。また、民間業者が提供する教材やインターネット上の
学習システムを活用する場合は、当該教材の学習履歴や学習時間、確認テストの結果などに基づいて
評価を行うことも考えられること。 等

制度の周知
 令和４年３月の通知において、不登校児童生徒の教育機会確保のために、ICTを活用した学習支援を行うことが

重要であること等を示し、取組を促した。自治体向けの政策説明の場においても、制度の周知を行った。
また、今後の取組の推進に資するよう、自治体における学習評価への反映に向けた取組事例や課題についてヒアリ

ング等を実施した。

自宅におけるＩＴ等を活用した学習活動を指導要録上
出席扱いとした不登校児童生徒数（全国）

286 608

2626

1806

11541

（出典）児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の
諸課題に関する調査（H30,R1,R2,R3年度）

自治体における取組
（鳥取県）
県教育支援センターに、訪問等により児童生徒への学習支援

や保護者への助言等を行う「自宅学習支援員」を配置。
児童生徒は県が契約している民間オンライン教材により学習。学

習支援報告書を市町村教育委員会経由で在籍校に提出し、学
校長が指導要録上の出席扱い等を判断。
（福岡市）
学校内の別室において授業を受けられる場合、学校内の別室へ

授業のオンライン配信を実施。学校内の別室での学習が困難な場
合は、通信環境の確認を行った上で、自宅へのオンライン配信を実
施し、学校長が指導要録上の出席扱い等を判断。

434

174
198
88

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000
14000

H30 R1 R2 R3

小学校 中学校

6789

434
1806 
820

4752 

不登校児童生徒が自宅においてＩＣＴ等を活用した学習活動を行った場合
の指導要録上の出欠の取扱い等について 令和元年10月25日元文科初第 698 号

不登校児童生徒への支援の在り方について
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病 院

③特別支援学校等の
教員を派遣して行われる

訪問教育

①特別支援学校（病弱）
の分校、分教室

②小・中学校の
病弱・身体虚弱特別支援学級 病院に隣接する

特別支援学校
への通学

小学校
中学校

高等学校
特別支援学校

入院

【病院内における教育指導・支援の内容】
・ 対面による授業
・ ICT機器を活用した遠隔教育
・ ベッドサイドへの訪問による指導
・ 通級による指導
・ 学習支援員やボランティアによる学習支援
・ 在籍校の教員による相談支援

２．入院中

転学

退
院

１．入院前 ３．退院後

転学

自宅療養

・ 病気等により病院に入院している児童生徒に対しては、病院内において多様な教育の場が提供されている。
・ 特別支援学校（病弱）の分校・分教室や小中学校の特別支援学級（病弱）に転学したり、転学をせずに在籍している学校の教員による指導や支援を

受けたりすることができる。
・ これら学びの場においては、対面による授業やＩＣＴ機器を活用した遠隔教育、ベッドサイドへの訪問による指導などが行われている。
・ 学習支援として、学習支援員やボランティアを活用している場合もある。
・ 退院後に自宅療養をする場合であっても、訪問による指導やＩＣＴ機器を活用した遠隔教育を受けることができる。

概 要

④特別支援学校や学級に転学せ
ず在籍校による指導・支援

小学校
中学校

高等学校
特別支援学校

特別支援学校（病弱）

小・中学校の病弱・身体
虚弱特別支援学級

・遠隔教育
・訪問等に
よる指導

病気療養中の児童生徒の学びの場（イメージ）
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背景 課題

平成30年９月に、丹羽文部科学副大臣を主査とする「遠隔教育の推進に向けたタスクフォース」において取りまとめた施策方針
を踏まえ、病気療養児（※１）に対する同時双方向型の授業配信について、一定要件の下、指導要録上「出席扱い」とし、
評価に反映できることとした。

通知概要（平成30年9月20日付け30文科初第837号文部科学省初等中等教育局長通知）

病気療養児の教育機会の確保や学習意欲の維持・向上、
学習や学校生活に関する不安感が解消されることによる円滑な復学等の効果が見られた

小・中学校等において、病院や自宅等で療養中の病気療養児に対し、インターネット等のメディアを利用してリアルタイムで授業を配信し、同時か
つ双方向的にやりとりを行った場合（同時双方向型授業配信）、校長は、指導要録上出席扱いとすること及びその成果を当該教科等の評価
に反映することができることとする。

病室で療養中の生徒に対する授業配信
退院後、体調が悪くて登校できない小学
校6年生の児童から、テレビ会議システム
による授業配信の要望を受け、在籍校に
おいて、板書の見える位置と学級全体の
様子が分かる位置にWEBカメラを設置
し、1日1時間の授業配信（同時双方
向型）を実施した。

自宅療養中の児童に対する授業配信（※２）

クリーンルームで治療中の中学生について、本
校教室とクリーンルームをつなぎ、花の分解と観
察の授業を実施した。教室の生徒が、教員と
同じ手順で花の分解・観察をし、クリーンルーム
の生徒はその中継を見ながら、担当教員が教
科書で補足的に説明しながら学習を進めた。

◆留意事項
 配信の教師は、当該病気療養児が在籍する学校の教師の身分を有

する者であり、中学校等においては教科等に応じた相当の免許状を
有する者であること

 受信側は、学校と保護者が連携・協力し、当該児童の体調の管理
や緊急時に適切な対応を行うことができる体制を整えること

 同時双方向型授業配信と併せて、教師が定期的に訪問すること等に
より、病気療養児の学習や生活の状況を把握し、適切な指導や必
要な支援を行うことが望ましいこと 等

病気療養児に対する遠隔教育の取組事例

※２ 平成29年度入院児童生徒等への教育保障体制整備事業の取組を基に文部科学省において作成。なお、本資料における遠隔教育については、ICT環境を利用した遠隔システムに
よる授業配信や交流等を指す。

同時双方向型授業配信

【受信側の体制例】
保護者、保護者や教
育委員会等が契約する
医療・福祉関係者等

【病気療養児に対する同時双方向型授業配信のイメージ】

※１ 本取扱いにおける病気療養児に該当するか否かの判断は、疾病や障害に関する医師等の専門家による診断書等をもとに、年間延べ30日以上の欠席ということを参考として、
小・中学校等又はその管理機関が行う。

小・中学校段階における病気療養児に対する同時双方向型授業配信を
行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について（通知）
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病気療養中等の生徒の教育機会を確保する観点から、上限を
超える単位修得等を認める。
※訪問教育において、メディアを利用して行う授業を実施する場合も上限を超える

単位修得数等を認める。

●受信側の教員の配置要件の緩和
令和元年11月通知

●対面による授業の実施
教科・科目等の特質に応じ、対面により行う授業を相当の

時間数行うこと。
（27年告示第92号）

●単位修得数等の上限
全課程の修了要件として修得すべき74単位のうち、36単

位を超えないものとすること。
※特別支援学校高等部において、修了要件が異なる場合は、

その１／２未満までを上限とすること。
（学校教育法施行規則第96条第２項、第135条第２項）

●受信側の教員配置
原則として当該高等学校等の教員を配置
（当該教科の免許保有者以外でも可）

（27年施行通知）
●配信側の教員配置

高等学校教諭等の身分を有する当該教科の免許保有者
（27年施行通知）

新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（最終まとめ）（令和元年６月）

Y=ax+b
Y=ax+b

遠隔教育（メディアを利用して行う授業※）の要件・留意事項

【取り組むべき施策】
高等学校段階の病気療養中等の生徒に対する遠隔教育の要件（受信側の教員の配置要件や単位修得数等の上限）を緩和。

受信側の病室等に当該高等学校等の教員を配置することは
必ずしも要しない。ただし、以下の点に留意すること。

 当該高等学校等と保護者が連携・協力し、当該生徒の状態等を
踏まえ、体調の管理や緊急時に適切な対応を行うことができる体
制を整えること。

 配信側の教員は、受信側の病室等で当該対応を行う者と連携・協
力し、当該生徒の日々の様子及び体調の変化を確認すること。

●単位修得数等の上限の緩和
令和２年４月、学校教育法施行規則改正

病気療養中等の生徒に対する特例

※メディアを利用して行う授業：同時双方向型（学校から離れた空間へ、インターネット等のメディアを利用して、リアルタイムで授業配信を行うとともに、質疑応答等の双方向のやりとりを行うことが
可能な方式）の授業であって、対面により行う授業に相当する教育効果を有すると認めたもの。

高等学校段階の病気療養中等の生徒に対する、遠隔教育（メディアを利用して行う授業）
の要件緩和について

15



16

中間成果報告会の実施（令和４年1月）※HPに資料掲載
• 受託自治体の報告による取組や知見の共有、医療関係及び教育関係の有識者からの助言等を通じた次年度に向けた取組の改善
• 教育委員会のみならず学校・医療・福祉関係者に対し、高等学校段階における入院生徒に対する教育保障について理解を促す

令和４年度の成果報告書会の実施（令和５年２月10日）※HPに資料掲載

高等学校段階の病気療養中等の生徒に対するICTを活用した遠隔教育の
調査研究事業の取組状況について（令和３・４年度）

16

医教連携コーディネーター：県立高校の生徒が入院した際に、病院と学校
の間で連絡調整や学習支援の助言等を行う病院学校間連携のプロパーと
して、宮城県立こども病院に隣接した県立高校に勤務している。

受諾団体の発表例（宮城県）

これまでの事例から
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病気療養中等の児童生徒に対するメディアを利用して行う授業に係る告示一部改正について（概要）

改正内容
学校教育法施行規則第88条の３の「メディアを利用して行う授業」について規定している「平成27年文部科学省告示第92号」を一部

改正し、病気療養中等の生徒に対して行う授業については、オンデマンド型の授業の実施を可能とする。

オンデマンド型の授業の実施に係る留意事項
・ 同時双方向型の授業を原則としつつ、当該生徒の病状や治療の状況等から、配信側の授業時間に合わせて同時双方向型の授業を受

信することが難しいと学校において判断した場合に限り、オンデマンド型の授業を行うことが可能であること。
・ オンデマンド型の授業の実施においては、病気療養中等の生徒の生活や学習の状況を把握し、学校外の関係機関等と積極的な連携を

図り、生徒本人やその保護者が必要としている支援を行うこと。
・ 学習評価においては、定期的な訪問やオンラインでの面接、メールでのやり取り等を通して、動画の視聴及び学習状況を可能な限り把握

するとともに、課題提出等、工夫して行うこと。 等

背景
高等学校等における遠隔教育については、平成27年４月に同時双方向型の授業を制度化するとともに、文部科学大臣の指定を受けた

高等学校において、病気療養中等の生徒に対し特別の教育課程を編成することを可能としており、当該特例校制度においてのみ、オンデマン
ド型の授業が実施可能となっている。

しかし、病気療養中等の生徒については、本人の病状に加え、治療の状況によって学習時間が前後することもあり、同時双方向型の授業の
みでは教育機会を十分に確保できない可能性がある。

施行 令和５年４月１日

令和５年１月26日～２月25日 パブリック・コメント実施

【参考】 小・中学校等における病気療養児に対するオンデマンド型授業配信について

• 小・中学校等の病気療養児に対しては、現行制度において、同時双方型授業配信を行った場合、指導要録上出席扱いとしている。

• これに加え、オンデマンド型授業配信による場合においても、指導要録上の出席扱いとすること等について、通知により示すことを予

定している。

• なお、当該通知においては、高等学校等と同様の留意事項に加えて、当該児童生徒の学齢や発達段階等を踏まえ、オンデマンド型

授業配信の実施の可否について、学校において、保護者や医療機関と連携しつつ、適宜判断すること等の要件を示す予定である。
17



事業内容

全ての児童生徒の学びが保障さ
れ、障害の有無に関係なくその能
力を発揮できる共生社会の実現

・モデル事例の周知による他自治体の取組促進
・ICT活用の充実（デジタル教科書等の普及、ICT関
係の就職増、病気療養中等の児童生徒に対するオ
ンデマンド型の授業の実施増）

ICTを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実

ICTを活用した障害のある児童生徒等に配慮した効果的な指導法の確立が求められている。また、感染症対策で登校できない、あるいは、病気療養中の児童
生徒等に対する遠隔指導による学習の保障や、働き方が大きく変化している現状を踏まえた進路選択を想定した指導・支援が重要になってきている。

※事業開始年度：令和３年度

背景

ICTを活用した指導・支援
の手法・知見の獲得

○企業等と連携して、将来の職業生活において求められるICT活用に係る知識や技
能等を習得するために必要な指導方法、教材・コンテンツ等の開発を行い、効果的
な指導の在り方について研究する。

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

• 委託先:都道府県教育委員会
• 委託期間：2年間（1年目）
• 件数・単価：２箇所×2.6百万円

• 委託先:教育委員会、民間事業者
• 委託期間：2年間（1年目）
• 件数・単価：８箇所×２百万円
• 研究費：６百万円

○病気療養中等の児童生徒（※）に対するオンデマンド型の授業について、実施
方法や評価方法等に関する調査研究を実施

２．企業等と連携したICT人材育成のための指導の在り方に関する調査研究
５百万円（新規）

３．病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業に係る調査研究
２２百万円（新規）

企業、
事業所

（実習等）

学校
（情報共有、

連携）

• 委託先:教育委員会、大学、民間団体
• 委託期間：2年間（2年目）
• 件数・単価：5箇所×19百万円

○文部科学省著作教科書（特別支援学校用）のデジタルデータについて関連する
アプリなどデジタル教材を開発・活用しつつ、障害の特性に応じた効果的な指導の在
り方について研究を実施する。

１．文部科学省著作教科書のデジタルデータを活用した指導の実践研究
９７百万円（８３百万円）

※疾病による療養のため又は障害のため、病院や自宅等において相当の期間学校を欠席している児童生徒

学校

医療機関自宅等

（オンデマンド型の授業）

実施状況・課題の整理
効果的な実施方法の提示

令和5年度予算額（案） 127百万円

（前年度予算額 128百万円）
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１．制度の概要

➣ 高等学校の全日制・定時制課程において、学校生活への適応が困難であるため、
相当の期間高等学校を欠席していると認められる生徒等又は療養等のため相当の
期間高等学校を欠席すると認められる生徒等を対象として、通信の方法を用いた
教育により、36単位を上限として単位認定を行うことを可能とする。
（病気療養：27文科初第289号、不登校：20文科初第8077号）

➣ 上記措置を希望する高等学校を設置する地方公共団体の教育委員会、国立大学
法人、学校法人からの申請に基づき、文部科学大臣が、当該高等学校を指定す
る。

※ 平成16年度に構造改革特区における特例措置として実施されていたが、閣議決定（平成20
年４月25日）に基づき、平成21年３月に全国化。

２．適用実績（令和４年４月１日現在：計８校）

○ 平成18年４月～ 仰星学園高等学校（学校法人仰星学園） （福岡県）
○ 平成22年４月～ 稲葉学園高等学校（学校法人稲葉学園） （大分県）
○ 平成23年４月～ 旭丘高等学校（学校法人新名学園） （神奈川県）
○ 平成23年４月～ 鹿児島城西高等学校（学校法人日章学園） （鹿児島県）
○ 平成28年６月～ 神奈川県立厚木清南高等学校 （神奈川県）
○ 平成30年４月～ 東京都立六本木高等学校 （東京都）
○ 令和３年４月～ 英明高等学校（学校法人香川県明善学園） （香川県）
○ 令和４年４月～ 西濃学園高等学校（学校法人西濃学園） （岐阜県）

全日制・定時制高校における不登校・病気療養生徒を対象とした
通信の方法を用いた教育
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○ 全日制・定時制高校において、不登校や病気療養の生徒を対象として通信の方法を用いた教育を実施する場合に
は、高等学校学習指導要領（平成30年文部科学省告示第68号）第１章第２款５に定める通信制の課程にお
ける教育課程の特例に準じた特別の教育課程を編成して教育を実施する。

○ 教室授業を中心とする全日制課程・定時制課程とは異なり、通信の方法を用いた教育では、通信手段を主体とし
、生徒が自宅等で個別に自学自習することとして、添削指導・面接指導・試験の方法により教育を実施している。ま
た、これらに加えて、ラジオ・テレビ放送やインターネットなどの多様なメディアを利用した指導として、遠隔教育を取り
入れることができる。

教育課程の特例
・ 各教科・科目の添削指導の回数、面接指導の単位時間の標準は、全日
制課程・定時制課程とは異なり、下表のとおり定められている。

・ 多様なメディアを利用して行う学習を計画的かつ継続的に取り入れて指導を
行った場合には、面接指導等の時間数のうち10分の６以内の時間数を免除
することができる（生徒の実態等を考慮して特に必要がある場合は、複数のメ
ディアを利用することにより、合わせて10分の８以内の時間数を免除することが
できる）。

面 接 指 導
（スクーリング）

添 削 指 導 試 験
生徒が提出するレポートを教
師が添削し、生徒に返送す
ることにより指導を実施

教師から生徒への対面指導
、生徒同士の関わり合い等
を通じて、個々の生徒のもつ
学習上の課題を考慮した個
人差に応ずる指導を実施

添削指導・面接指導等に
よる指導を踏まえ、個々の
生徒の学習状況等を評価

多様なメディアを利用した指導
ラジオ・テレビ放送やインターネット等を利用して学習し、
報告課題の作成等を通じて指導を実施

各教科・科目等 添削指導
（回）

面接指導
（単位時間）

国語、地理歴史、公民及び数
学に属する科目 ３ １

理科に属する科目 ３ ４
保健体育に属する科目

のうち「体育」 １ ５

保健体育に属する科目
のうち「保健」 ３ １

芸術及び外国語に属する科目 ３ ４

家庭及び情報に属する科目並
びに専門教科・科目

各教科・科目の必
要に応じて２～３

各教科・科目の必
要に応じて２～８

（※）学校設定教科に関する科目のうち専門教科・科目以外のもの、理数に属する科目及
び総合的な探究の時間の添削指導の回数及び面接指導の単位時間数は、１単位に
つき、それぞれ１回以上及び１単位時間以上確保した上で、各学校で設定。

（※）特別活動は、ホームルーム活動を含めて、卒業までに30単位時間以上指導。

通信教育の方法 （※ 高等学校学習指導要領第１章第２款５）

通信の方法を用いた教育について
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内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に
関する調査」（令和4年7月22日）より抜粋

（参考）
オンライン教育に関する小・中学生の保護者に対するアンケート結果
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